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概要： 21世紀型スキルのうち ICT を利用した協調的問題解決能力に焦点を当て，高校生を対象に教

育用 SNSを利用した協調的問題解決学習を導入した授業を実施した。そこでの会話のやり取りや成果

物の様相を，従来の対面式の協調的問題解決学習によるそれらと比較するために質問紙調査を行った。

質問紙では，対話によるコミュニケーション力や批判的思考態度などの円滑な議論遂行に関連するス

キルや態度，議論への貢献度や満足度，議論時の葛藤および議論や教育用 SNS に対する感想を調べた。

今回の報告では，質問紙の回答を相関分析等により分析し，教育用 SNS による協調的問題解決の特徴

とそれが成立するための要件について検討した。 
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１ はじめに 

21 世紀型スキルの重要な下位要素として，問

題解決や創造的実践，コミュニケーション等が挙

げられており，さらにこれらのスキルを融合的に

活用する協調的問題解決能力の重要性が指摘さ

れている（白水 2014a）。協調的問題解決能力は，

周囲にいる人と協力して問題を解決する能力を

意味しており，今日の社会において仕事や学校で

成功するために必要なスキルの 1 つと考えられ

ている（Griffinら 2012）。 

わが国の初等・中等教育においても，教室にい

る仲間と共に答えをみつけて知識を創り出す経

験の醸成が 21 世紀の学びの教育目標の 1 つとし

て挙げられている（白水 2014b）。そして，その

ような場面においては，ICT を駆使して情報を処

理し，コミュニケーションをとりながら進行して

いくことが期待されている（文部科学省 2011）。 

ICT を教室で利用して協働学習をしたり，遠隔

学習をしたりする実践は 1990 年代以降に多数行

われている。しかし，社会に出る直前の高校生を

対象とした報告は，荒巻ら(2013)の BBSとチャッ

トによるディスカッションのような例があるも

ののまだ数少ない。加えて，ICT を利用した議論

をスムーズに行うための要件として必要なもの

は何かを実証的に検証した研究はみあたらない。 

また，議論に利用する ICT ツールとしては，

近年企業の会議や学校での生徒同士の話し合い

などの場面で使われることが増えてきている

SNS が注目されている（文部科学省 2011）。SNS

の中でも教員の目の行き届く範囲で生徒が意見

交換でき，セキュアなコミュニケーションが可能

な教育用 SNS は，「ICT ドリームスクール（総務

省 2015）」の中でも教育での利用に大きな期待が

寄せられている。しかしながら新しいツールであ

るため，それを利用した議論の特徴や，利用する

際の制約，教育上の効果や影響などは十分に研究

がなされていない。 

そこで本研究では教育用 SNS を利用した議論

の特徴をみいだすことを目的として，高校生を対

象に教育用 SNS での議論に基づく授業を実施し

た。また，その比較対象として従来型の対面式で

の議論に基づく授業を実施した。そして，議論の

事前および事後に質問紙調査を行い，その回答か

ら教育用 SNS を利用した協調的問題解決の特徴

とそれが成立するための要件を検討することに

した。 

 

２ 研究の方法 

（１）調査対象 

 宮城県内の公立高等学校普通科２年生６クラ

ス 238名（男：143 名 女：95 名）を対象とした。 

（２）調査時期 

 平成 27年 6月 25日～7月 21 日 

（３）調査内容 

調査対象を，教育用 SNS を利用して議論を行

う ICT 群３クラス 124名（男：77名 女：47名）

と従来型の議論を行う対面群３クラス 114 名

（男：66 名 女：48名）とに分けた。 

調査は，共通教科情報「情報の科学」の授業時

間内に，高等学校学習指導要領に記載されている

「問題解決の基本的な考え方」および「情報通信

ネットワークと問題解決」について学ぶ授業の一

環として行った。授業の流れを表１に示す。 

表１ 授業の流れ 

項番 時間数 作業内容 

１ ※ (1)タイピング速度測定 
(2)事前の質問紙調査(Web-based) 

２ １ 次のテーマによる企画書の作成 
ミヤギノハギ（宮城県の県花）
の認知度を高める企画書を作成
してください 

３ １ (1)前時に作成した企画書を共有し，
２人で議論（15分間） 

(2)議論結果からグループでの企画書
を作成 

(3)事後の質問紙調査(Web-based) 

※他の単元の学習の合間に調査した。時間数に換算する
と２時間程度である。 

調査により得たデータは，タイピング速度，



事前および事後の質問紙調査の回答，生徒が一人

で考えて作成した企画書，グループでの議論後に

生徒が一人で作成した企画書である。また，議論

の会話データとして ICT 群は教育用 SNS のログ

を，対面群は会話の録音データを得た。これら取

得したデータのうち，本研究ではタイピング速度，

事前および事後の質問紙調査で得た回答を，相関

分析の手法を用いて分析した。 

タイピング速度は，日本情報処理検定協会が公

開しているワープロ試験の問題を用いて，10 分

間に正確に入力できる日本語文章の文字数を測

定した。測定は，新年度の授業が始まったときに

一度，その２ヶ月後に再度行い，２つの値の平均

値を個人のタイピング速度とした。 

事前および事後の質問紙調査は，イントラネッ

ト経由で学習支援システム Moodleにアクセスし，

「フィードバック」機能による Web-based アンケ

ート方式で実施した。 

また，議論の際に ICT群が利用した教育用 SNS

は「ednity」である。今回の調査では，意見の交

換場面のほかに，メンバーそれぞれの企画書ファ

イルを共有する場面でも利用した。 

なお，今回の研究では，生徒はパソコンからイ

ントラネットおよびインターネットにアクセス

している。 

質問紙は，議論するために必要と思われるスキ

ルや態度，および，議論後の感情や感想を測定す

るために用いた。そして，ICT 群と対面群のアン

ケートの回答を比較することにより ICT 群の特

徴を検討することにした。具体的には下記に述べ

る尺度等を使用した。尺度等は主としてリッカー

ト法による回答を用い，得られた回答を最低点 1

点から 1 点刻みで点数化したのちに，下位尺度ご

とに平均を求めてそれを得点とした。例外として，

PRCA-24 は定められた計算方法で計算した。ま

た，ICT 利用状況調査と事後の議論についての質

問および教育用SNSについての質問に関しては，

回答を点数化したものをそのまま得点とした。 

■事前の質問紙 

①PRCA-24（Renshaw 2010） 

対話によるコミュニケーション力を測定す

る尺度の日本語翻訳版である。回答方法は「ま

ったくそうは思わない」から「まったくその通

りだと思う」までの５件法とし，定められた計

算方法により下位尺度である「集団討論」「会

議」「会話」「スピーチ」の４つの得点を求め，

最後に合計得点を算出した。 

②情報活用の実践力尺度（高比良ら 2001） 

情報活用の実践力・情報の科学的な理解・情

報社会に参画する態度を測定する尺度である。

回答方法は「全くあてはまらない」から「非常

にあてはまる」までの７件法とした。下位尺度

は，「収集力」「判断力」「表現力」「処理力」「創

造力」「発信・伝達力」の６項目である。 

③高校生版批判的思考態度尺度（高納ら 2009） 

問題を認識したり，問題解決をしたりすると

きに必要となる批判的思考態度を測定する尺

度である。回答方法は「あてはまらない」から

「あてはまる」までの５件法とした。下位尺度

は「論理的思考の自覚」「探究心」「客観性」「他

者意見の受容」の４項目である。 

④問題解決における忍耐力と柔軟性の指標 

（OECD 2012） 

生徒自身が問題に対して粘り強く取り組み

忍耐力があると考えているか，また，情報に対

して開かれており，問題状況に対して柔軟に対

処できると考えているか（国立教育政策研究所 

2014）を測定した。回答方法は「まったくあて

はまらない」から「とてもよくあてはまる」ま

での５件法とした。指標は「忍耐力」「柔軟性」

の２項目である。 

⑤ICT 利用状況調査（OECD 2012） 

生徒が ICT 機器をどのような目的でどのく

らいの時間利用しているのかをプリコード回

答法により調査した。 

■事後の質問紙 

①小集団問題解決場面における貢献度と満足

度尺度（飛田 1993） 

グループでの議論という問題解決場面にお

いて，自分が獲得した情報を提供することによ

り課題解決に重要な働きを与えたかという貢

献度および満足度を測定する尺度である。回答

方法は「全くそう思わない」から「非常にそう

思う」までの５件法とした。下位尺度は「貢献

度」「満足度」の２項目である。 

②集団内の関係葛藤と課題葛藤尺度（村山ら

2012） 

問題解決の場面において葛藤や緊張を感じ

たかどうかを測定する尺度である。回答方法は

「全くなかった」から「非常にあった」までの

７件法とした。下位尺度は「関係葛藤」「課題

葛藤」の２項目である。 

③議論および教育用 SNS利用についての感想 

鈴木ら（2001）が作成したコミュニケーショ

ンに関するアンケートおよび会議環境に関す

るアンケートを参考に，今回の調査に合わせた

質問を用意した。教育用 SNS 利用についての

感想は ICT 群だけに調査した。回答方法は「全

くそう思わない」から「非常にそう思う」まで

の５件法とした。質問項目は表２および表３に

示す。 

（４）分析方法 

調査で得たデータのうち，本研究ではタイピン

グ速度，事前および事後の質問紙調査の項目を変

数として相関分析を行った結果を報告する。分析

対象者数は授業を欠席した者および，調査への同



意を得られなかった者を除いて，ICT 群 114 名

（男：71 名 女：43 名）と対面群 107 名（男：

62 名 女：45名）であった。 

表２ 議論についての質問 

1 興味を持って課題についての議論に取り組めた 
2 自分の意思や意見を十分他人に伝えることがで
きた 

3 議論を楽しむことができた 
4 話しやすかった 
5 緊張した 
6 意思伝達はすばやく行えた 
7 気軽にコミュニケーションを図れた 
8 上手くコミュニケーションを図れた 
9 相手を身近に感じることができた 

10 発言する際に他のメンバーに遠慮した 
11 自分の意見を自由に発言できた 
12 自分のアイデアがグループの企画に取り入れら

れた 
13 グループの企画はメンバー個人の企画のどれと

も違う独創的なものとなった 

 

表３ 教育用 SNS についての質問 

1 教育用 SNS を使うことでコミュニケーションが
上手くとれなかった 

2 教育用 SNSを使うことが好きではなかった 
3 教育用 SNSで快適に議論ができた 
4 教育用 SNSで議論をするのは難しかった 
5 教育用 SNSの操作は難しかった 

 

３ 結果 

 まず ICT 群と対面群で事前の質問紙に対する

回答に差がみられるかをｔ検定により調べたと
ころ，いずれの項目にも有意差がみられなかった。

このことから，議論に対するスキルや態度に関し

て両群の調査対象者は同等であると判断される。

次に，タイピング速度，事前に調査した各尺度の

下位尺度，事後に調査した各尺度の下位尺度，議

論についての質問，教育用 SNS についての質問

の各項目を変数として相関分析を行った（表４）。

なお今回は，ICT 群または対面群において相関係

数が 0.30 以上の項目について言及した。 

（１）タイピング速度と事後の調査項目との相関 

 特徴的な相関はみられなかったため，表４への

記載は割愛した。 

（２）PRCA-24と事後の調査項目との相関 

 対面群では，下位尺度の「会話」と表２の「6 意

思伝達はすばやく行えた」および「9 相手を身近

に感じることができた」との間に正の相関がみら

れた。しかし，ICT 群ではそのような関係はみら

れなかった。 

（３）情報活用の実践力と事後調査項目との相関 

 ICT 群では情報活用の実践力の下位尺度と表

２の質問項目との間で，次の①から③の正の相関

がみられた。 

①「判断力」と「6 意思伝達はすばやく行えた」，

②「表現力」と「1 興味を持って課題についての

議論に取り組めた」，③「表現力」と「3 議論を

楽しむことができた」 

これらは対面群にはみられなかった傾向であ

るため ICT 群の特徴であることが示唆される。 

（４）批判的思考態度と事後調査項目との相関 

ICT 群では批判的思考態度の下位尺度と表２

の質問項目との間で，次の①から④の正の相関が

みられた。 

①「論理的思考の自覚」と「6 意思伝達をすばや

く行えた」，②「探究心」と「1 興味を持って課

題についての議論に取り組めた」，③「客観性」

と「2 自分の意志や意見を十分他人に伝えること

ができた」，④「他者意見の受容」と「11 自分の

 事前質問紙調査の項目 
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意
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小集団問題解決場面における満足度 .05   .09  .22 *  .11  .19 * .14  .10  

 .15   -.12  -.03   .04  .33 
** .20 * 

.30 
** 

1 興味を持って課題についての議論に .03   .14  .33 
**  .16  .30 

** .17  .13  

取り組めた .08   -.05  -.01   .08  .32 
** .12  .37 

** 

2 自分の意思や意見を十分他人に伝える .16   .09  .28 **  .20 * .20 * 
.30 

** .17  

ことができた .06   -.01  .03   .10  .22 * .17  .17  

3 議論を楽しむことができた -.07   .17  .30 
**  .15  .23 * .11  .11  

 .15   -.14  -.05   -.07  .32 
** .08  .34 

** 

6 意思伝達はすばやく行えた .00   .36 
** .22 *  .33 

** .17  .21 * .28 ** 

 .34 
**  .11  .08   .06  .21 * .25 ** .28 ** 

9 相手を身近に感じることができた .02   .10  .10   .18  .14  .15  .10  

 .31 
**  -.09  .06   .01  .25 ** .12  .25 ** 

11 自分の意見を自由に発言できた .24 *  .18  .26 **  .22 * .23 * .26 ** 
.32 

** 

 .27 **  .04  .08   .03  .23 * .08  .19  

上段：ICT群 

下段：対面群 

          **p<.01，*p<.05 

太字は.30以上 

表４ 事前および事後に調査した項目の変数間の相関 



意見を自由に発言できた」 

これに対して，対面群では「探究心」および「他

者意見の受容」と表２の質問項目との間で正の相

関がみられるものが ICT 群より数が多く，それ

が ICT 群との相違点であることが示唆された。 

（５）問題解決能力と事後の調査項目との相関 

 特徴的な相関はみられなかったため，表４への

記載は割愛した。 

（６）ICT利用状況と事後の調査項目との相関 

特徴的な相関はみられなかったため，表４への

記載は割愛した。 

 

４ 考察 

 教育用 SNS を利用した議論を成立させる要件

を検討するために，タイピング速度および質問紙

調査の回答をもとに相関分析を行った結果，従来

型の対面による議論を行った群では PRCA-24 の

「会話」および批判的思考態度尺度の「探究心」

「他者意見の受容」が意思伝達や相手との親近感，

議論を楽しむ，といった議論の充実感に関係して

いることが示唆された。これに対して，教育用

SNS を利用した議論を行った ICT 群では，

PRCA-24 の「会話」，および批判的思考態度尺度

の下位尺度すべて，ならびに情報活用の実践力尺

度の下位尺度６つのうち「判断力」と「表現力」

の２つが議論の充実感に関係していることが示

唆された。 

これらのことから，教育用 SNS を利用した協

調的問題解決では，議論をする上で最低限必要で

ある会話によるコミュニケーション力に加えて，

情報をすばやく判断できる力，自分の言いたいこ

とを複数の方法で表現できる力，および批判的に

物事を捉える態度が重要な要素であるといえる

であろう。そのため，教育用 SNS を利用した協

調的問題解決をスムーズに行うためには，事前に

これらのスキルや態度を身に着けさせるトレー

ニングをしておく必要があると考えられる。 

 

５ 結論 

 本研究では，教育用 SNS を利用した協調的問

題解決の特徴の抽出と議論が成立するための要

件の検討を行った。その結果，教育用 SNS を利

用した協調的問題解決では，会話によるコミュニ

ケーション力のほかに情報を上手く活用するス

キルや批判的に物事を捉える態度が議論の充実

感に影響を及ぼしている可能性が示唆された。 

 

６ 今後の課題 

 今回は質問紙調査の回答をもとに分析を行っ

たが，今後は会話の分析や企画書の採点を行い，

それら相互の関係を分析することにより新たな

特徴をみいだしたり，教育用 SNS を利用した協

調的問題解決を実施する上での制約条件などの

検討をしたりする必要があるであろう。 
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